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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第42期
第３四半期
連結累計期間

第43期
第３四半期
連結累計期間

第42期

会計期間
自　平成27年５月１日
至　平成28年１月31日

自　平成28年５月１日
至　平成29年１月31日

自　平成27年５月１日
至　平成28年４月30日

売上高 （千円） 12,049,252 14,867,965 16,310,824

経常利益 （千円） 704,388 2,927,137 1,002,211

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

（千円） 408,540 1,855,323 591,524

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 402,874 1,859,115 582,087

純資産額 （千円） 6,930,764 8,471,016 6,817,278

総資産額 （千円） 11,049,251 12,871,576 11,373,593

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 70.02 325.33 101.55

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 62.7 65.8 59.9
 

 

回次
第42期
第３四半期
連結会計期間

第43期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年11月１日
至　平成28年１月31日

自　平成28年11月１日
至　平成29年１月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 10.91 62.25

 

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間(自　平成28年５月１日　至　平成29年１月31日）におけるわが国経済は、緩やかな

回復基調にあったものの、新興国の成長鈍化や英国のＥＵ離脱問題、米国景気の動向に対する警戒感などから、依

然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況の下、当社グループは、コスト削減や在庫圧縮などの取組みを通して足元の体質強化に努めなが

ら、海外展開やブランドイメージの向上にも積極的に取り組んでまいりました。

想定以上に販売が好調であったことに加え、原価低減や社内体制の整備などの取り組みの成果により、当第３四

半期連結累計期間における売上高は14,867,965千円（前年同四半期比23.4％増）、経常利益は2,927,137千円（前

年同四半期比315.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,855,323千円（前年同四半期比354.1％増）と

前年同四半期を大きく上回る結果となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　通販部門

通販部門では、テレビによる通信販売業者を経由した個人顧客への販売、カタログ通販会社向けの販売、イン

ターネット専売業者向けの販売を行っております。

当第３四半期連結累計期間では、ショッピング専門チャンネル向けが苦戦したものの、地上波通販会社向け、カ

タログ通販会社向けが堅調であったため、売上高は3,688,140千円（前年同四半期比3.2％増）、セグメント利益は

1,565,232千円（前年同四半期比45.5％増）となりました。

 

②　店販部門

店販部門では、家電量販店、大手百貨店、バラエティショップ等への販売を行っております。

当第３四半期連結累計期間では、大手家電量販店向け卸売事業が堅調だったことや、免税店向け卸売事業が好調

を維持したことなどにより、売上高は4,730,820千円（前年同四半期比57.0％増）、セグメント利益は2,136,255千

円（前年同四半期比141.1％増）となりました。
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③　直販部門

直販部門では、インフォマーシャルや雑誌、新聞、Web等を用いた個人顧客への販売を行っております。

当第３四半期連結累計期間では、インフォマーシャルや各種媒体広告について、売上に対する効果を重視しつ

つ、一定金額を支出する方針を継続した結果、売上高は4,583,525千円（前年同四半期比8.2％減）、セグメント利

益は1,205,929千円（前年同四半期比3.4％減）となりました。

 

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べ1,497,982千円増加し、12,871,576千円

となりました。現金及び預金の増加2,005,921千円、商品及び製品の増加193,085千円、受取手形及び売掛金の減少

553,690千円が主な要因であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ155,755千円減少し、4,400,559千円となりました。未払法人税等の増加

665,038千円、長期借入金の減少362,970千円、未払金の減少281,548千円、支払手形及び買掛金の減少128,264千円

が主な要因であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ1,653,738千円増加し、8,471,016千円となりました。親会社株主に帰属する

四半期純利益の計上1,855,323千円及び剰余金の配当205,302千円による利益剰余金の増加1,650,021千円が主な要

因であります。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが事業上及び財務上対処すべき課題について、重要な変更及

び新たな発生はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、104,112千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,555,552

計 19,555,552
 

 

②【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年３月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,834,888 5,834,888
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株
であります。

計 5,834,888 5,834,888 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年１月31日 － 5,834,888 － 1,813,796 － 1,313,795
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 132,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,701,100 57,011 －

単元未満株式 普通株式 1,788 － －

発行済株式総数  5,834,888 － －

総株主の議決権 － 57,011 －
 

（注）当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成28年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

②【自己株式等】

平成29年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

ヤーマン株式会社
東京都江東区古石場
一丁目４番４号

132,000 － 132,000 2.3

計 － 132,000 － 132,000 2.3
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年11月１日から平成

29年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年５月１日から平成29年１月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,813,824 7,819,746

  受取手形及び売掛金 ※  1,898,257 1,344,566

  有価証券 50,179 －

  商品及び製品 1,470,464 1,663,550

  仕掛品 82,327 80,439

  原材料及び貯蔵品 240,781 163,593

  未収入金 720,986 768,036

  その他 251,249 207,993

  貸倒引当金 － △4,255

  流動資産合計 10,528,069 12,043,671

 固定資産   

  有形固定資産 532,962 410,524

  無形固定資産 157,658 257,006

  投資その他の資産 154,902 160,373

  固定資産合計 845,523 827,904

 資産合計 11,373,593 12,871,576

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  1,194,229 1,065,964

  1年内返済予定の長期借入金 483,960 483,960

  未払金 1,137,657 856,108

  未払法人税等 298,861 963,899

  賞与引当金 31,170 17,037

  返品調整引当金 115,189 80,280

  その他 196,635 200,616

  流動負債合計 3,457,702 3,667,866

 固定負債   

  長期借入金 1,093,682 730,712

  その他 4,931 1,981

  固定負債合計 1,098,613 732,693

 負債合計 4,556,315 4,400,559

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,813,796 1,813,796

  資本剰余金 1,313,795 1,313,795

  利益剰余金 3,984,495 5,634,517

  自己株式 △292,923 △292,998

  株主資本合計 6,819,164 8,469,110

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,809 4,902

  為替換算調整勘定 △4,695 △2,997

  その他の包括利益累計額合計 △1,886 1,905

 純資産合計 6,817,278 8,471,016

負債純資産合計 11,373,593 12,871,576
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
　至 平成28年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年１月31日)

売上高 12,049,252 14,867,965

売上原価 5,118,167 5,121,146

売上総利益 6,931,084 9,746,818

返品調整引当金戻入額 128,293 115,189

返品調整引当金繰入額 92,704 80,280

差引売上総利益 6,966,673 9,781,727

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 2,852,075 3,375,930

 貸倒引当金繰入額 1,495 5,953

 給料及び手当 452,429 495,408

 賞与引当金繰入額 15,585 17,037

 減価償却費 63,944 41,006

 研究開発費 87,411 104,112

 その他 2,752,793 2,870,536

 販売費及び一般管理費合計 6,225,734 6,909,984

営業利益 740,939 2,871,743

営業外収益   

 受取利息 547 868

 受取配当金 336 227

 為替差益 － 69,462

 その他 7,126 8,506

 営業外収益合計 8,011 79,064

営業外費用   

 支払利息 14,042 13,855

 支払保証料 661 660

 為替差損 16,503 －

 売上割引 6,134 3,960

 その他 7,219 5,193

 営業外費用合計 44,561 23,670

経常利益 704,388 2,927,137

特別利益   

 固定資産売却益 － 31,921

 特別利益合計 － 31,921

特別損失   

 固定資産除却損 12,743 16,462

 特別損失合計 12,743 16,462

税金等調整前四半期純利益 691,644 2,942,596

法人税等 283,104 1,087,272

四半期純利益 408,540 1,855,323

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 408,540 1,855,323
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
　至 平成28年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年１月31日)

四半期純利益 408,540 1,855,323

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △4,614 2,093

 為替換算調整勘定 △1,051 1,698

 その他の包括利益合計 △5,665 3,791

四半期包括利益 402,874 1,859,115

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 402,874 1,859,115

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第３四半期連結累計期間

(自　平成28年５月１日　至　平成29年１月31日)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

 

(追加情報)

 
当第３四半期連結累計期間

(自　平成28年５月１日　至　平成29年１月31日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。　
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(四半期連結貸借対照表関係)

※期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成28年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

受取手形 480千円 －千円

支払手形 780千円 －千円
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
 至 平成28年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
 至 平成29年１月31日)

減価償却費 112,514千円 113,326千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年５月１日 至 平成28年１月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月24日
定時株主総会

普通株式 105,025 18.00 平成27年４月30日 平成27年７月27日 利益剰余金

平成27年12月14日
取締役会

普通株式 105,025 18.00 平成27年10月31日 平成28年１月８日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年５月１日 至 平成29年１月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年７月28日
定時株主総会

普通株式 102,651 18.00 平成28年４月30日 平成28年７月29日 利益剰余金

平成28年12月14日
取締役会

普通株式 102,650 18.00 平成28年10月31日 平成29年１月10日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年５月１日 至 平成28年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

通販部門 店販部門 直販部門 計

売上高         

外部顧客への売
上高

3,574,708 3,013,095 4,990,234 11,578,039 471,212 12,049,252 － 12,049,252

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － 39,303 39,303 △39,303 －

計 3,574,708 3,013,095 4,990,234 11,578,039 510,516 12,088,555 △39,303 12,049,252

セグメント利益 1,076,059 886,225 1,248,949 3,211,234 64,497 3,275,732 △2,534,793 740,939
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、先端電子部門、海外戦略部門、YA-

MAN U.S.A LTD.等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△2,534,793千円には、セグメント間取引消去23,400千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△2,558,193千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年５月１日 至 平成29年１月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

通販部門 店販部門 直販部門 計

売上高         

外部顧客への売
上高

3,688,140 4,730,820 4,583,525 13,002,486 1,865,479 14,867,965 － 14,867,965

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － 12,946 12,946 △12,946 －

計 3,688,140 4,730,820 4,583,525 13,002,486 1,878,425 14,880,911 △12,946 14,867,965

セグメント利益 1,565,232 2,136,255 1,205,929 4,907,417 580,317 5,487,735 △2,615,991 2,871,743
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、先端電子部門、海外戦略部門、YA-

MAN U.S.A LTD.等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△2,615,991千円には、セグメント間取引消去23,400千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△2,639,391千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販

売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
 至 平成28年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
 至 平成29年１月31日)

１株当たり四半期純利益金額 70.02円 325.33円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額
(千円)

408,540 1,855,323

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
純利益金額(千円)

408,540 1,855,323

普通株式の期中平均株式数(株) 5,834,734 5,702,833
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

平成28年12月14日開催の取締役会において、平成28年10月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり第

43期（平成28年５月１日から平成29年４月30日まで）中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     102,650千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18.00円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　　 平成29年１月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ヤーマン株式会社(E23829)

四半期報告書

16/17



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年３月14日

ヤーマン株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   斎   藤   　   昇   印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   篠   﨑   和   博   印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川   村   英   紀   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤーマン株式会

社の平成28年５月１日から平成29年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年11月１日から平成

29年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年５月１日から平成29年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヤーマン株式会社及び連結子会社の平成29年１月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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